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Ⅰ 対象組織（機関）の現況及び特徴

：信州大学１ 機関名

：教育学部・教育学研究科２ 学部・研究科名

：長野県長野市３ 所在地

４ 学部・研究科構成

教育学部（４課程）

学校教育教員養成課程

養護学校教員養成課程

生涯スポーツ課程

教育カウンセリング課程

教育学研究科（２専攻）

学校教育専攻

教科教育専攻

５ 学生数及び教員数

① 学生数

学部学生数 １，２０８ 名

大学院学生数 １１８ 名

② 教員数 １０７ 名

６ 特徴

信州大学教育学部（以下本学部）及び信州大学大学院

教育学研究科（以下本研究科）は，総合大学としての信

州大学（以下本大学）８学部の中で，主に初等・中等教

育教員養成を担う学部に位置づけられている。地理的に

は，大学本部（松本市）から約 ｋｍ（移動時間約２70

時間）離れた長野市に位置し，キャンパス分散型大学を

形成している。そのため，全学体制で担う１年次生の共

通教育（教養教育）では，学部全教員が，この距離的・

時間的ハンディキャップを乗り越えて，教育・指導に当

たるとともに，遠隔会議システムの活用等を図り大学運

営にも積極的に参加する組織・運営体制を整えている。

本学部は教員養成学部として必須である２つの教員養

成課程と現代社会の要請に応え得る教育学系の特徴的な

２つの新課程で構成されている。また，本研究科は学校

教育及び教科教育の２専攻と各教科に対応した 専修12

118 34からなり， 名の学生を受け入れている。このうち

名は長野県教育委員会から推薦を受けた現職教員であ

り，本研究科の制度・運営の大きな特徴を成している。

本学部の附属組織として６つの附属学校園（附属幼稚

園，附属小学校＜２校＞，附属中学校＜２校＞，附属養

護学校）が設置されており，本学部学生の教育実習機関

に，また本学部・研究科の研究・教育実践機関に位置付

けられている。さらに附属施設として，教育実践総合セ

ンタ－及び志賀自然教育研究施設があり，重要な教育・

研究支援機関としての役割を果たしている。

本学部は，学校や家庭及び地域社会の諸問題に主体的

にコミットし，他者や事物との関係や交流を生き生きと

保つことを意味する「臨床の知」の教育理念の下に，例

えば１年次の学校教育臨床基礎，２年次の学校教育臨床

演習，３年次の基礎教育実習，４年次の応用教育実習な

ど，系統的な臨床教育カリキュラムを準備し，学生の教

育・指導を行っている。また，附属学校園における充実

した教育実習は教師としての実践力を高め，全国に先駆

けて行った「 遊サタデ－」をはじめとする諸活動はYou

「 」 。学生の 教師への道 の強い意識・意欲を醸成している

さらに，４年次全学生に課している卒業研究（ 単位）5

は，指導教員の専門領域の学問・研究の真髄に触れる貴

重な機会になるとともに，学んだ研究手法や知識の総合

化と応用は大学における学問・知識の実社会への適用の

貴重な経験にもなっている。このように教師への強い自

覚の醸成，高い教育実践力の養成及び高度な専門知識と

その応用力の育成を意図する本学部の教育諸活動は，結

果として全国トップレベルの教員採用率維持に繋がって

いる。

一方，研究の推進に関しては，教員養成学部の特徴で

ある多彩な学問・研究領域を限られた教員数でカバ－し

ていることや，１教員が 科目を越える講義・演習・10

実習等の授業を負担する等の研究環境の下で，教員個々

人は担当する専門研究を深化するとともに，全教員参加

の「学部・附属共同研究」等の新しい研究協力体制を模

索している。

信州大学教育学部，大学院教育学研究科
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Ⅱ 研究目的及び目標

１ 研究目的

教育学部の使命は，優秀な学校教員及び教育関係専門

職員を養成することにある。また，教育学研究科の使命

は，学校教育に関する広い視野と高度な知識・技術を身

につけた優れた資質の教員を養成すると同時に，現職教

員の教育に関する研究・研修の場を提供することにあ

る。そのため，本学部・研究科は教員免許法や大学院設

置基準の枠内において極めて多領域の教官を用意する必

要があり，他学部とは異なる研究条件下にある。その中

で，上記の使命を踏まえて，本学部・研究科は以下の研

究目的を設定している。

（１）各教官が国内外の多様な研究機関・学会等と連携

しながら，自らの専門研究分野においてそれぞれ優れた

研究成果を挙げる。また，その研究成果を本学部・研究

科における教員養成等に生かし，さらに教育現場を始め

として社会一般に広く還元する。

（２）｢臨床の知｣の基本理念に基づき，地域の教育機関

等との連携による実践的かつ理論的な教育研究を推進す

るとともに，地域の特性を生かした教育研究の推進を通

じて，学問の進展と地域の文化・生活等の向上に寄与す

る。

〔領域ごとの独自の研究目的〕

：現代の教育的課題に対応した実践的かつ理教育学領域

論的な研究を行い，その研究成果を教育現場を中心とす

る社会一般に還元する。

：学校教育の実態に関する理論的検討を教科教育学領域

踏まえて，学校教育での実践に生かせる教育理論や教育

方法論を開発する。また，各教官が各自の専門分野で優

れた研究成果を挙げて，その研究成果を社会に還元し，

地域の文化・生活の向上と学習社会の充実に資する。

２ 研究目標

（１）全国的な教育課題に対応する研究や先端的な教育

開発等，教育学系研究組織に期待される教育研究活動に

対して組織的な支援を行う。

（２）地域の教育機関等をはじめとして地域社会及び実

践現場との連携に基づく教育研究活動を推進する。

（３）科学研究費，各種研究助成制度などの外部資金の

導入に努めるとともに，他学部・他大学等外部関係機関

との共同研究体制を積極的に活用する。

（４）合理的かつ戦略的な人事計画を通じて，限られた

人的資源を有効に利用するとともに，学部内の共同研究

を積極的に推進する。

（５）研究水準の向上と相互批判を促すため，教育研究

活動に関する年次報告をまとめ，これを公開する。

〔領域ごとの独自の研究目標〕

全国的な教育課題に応え 「質の高い魅力ある教員」，

の養成に資するべく，各領域ごとに以下の研究目標を設

定する。

＜ ＞教育学領域

(ａ) 教育や人間に対する理解を深めるための基礎研究

を行い，教育現場における教育理論や教育方法の研究・

実践に資する。

(ｂ) 教科指導や生徒指導など実践的な指導法に関する

研究，学習支援のための技術や教材の開発並びに教師教

育・教員養成教育の改善に資する研究を推進し，その研

究成果を教育現場に還元する。

(ｃ) 不登校や発達障害等の特別のニーズをもった子ど

もへの教育的援助について，実践と研究を統合したアク

ション・リサーチ的手法を取り入れるなど，実践的な研

究及び支援を行う。

(ｄ) 現場のニーズに対応した実践的研究を促し，研究

と実践との相互交流をもたらす支援体制として，附属施

， 。設の活用 地域の教育機関等との連携などの工夫を行う

＜ ＞教科教育学領域

(ｅ) 全国的な教育課題に応える教材開発及び教育方法

の研究を推進し，その成果を教育現場をはじめとして社

会一般に還元する。例えば，コンピュータを利用した教

材開発や総合的な学習の時間に関わる教育方法など今日

的課題に対応する研究を推進する。

(ｆ) 附属学校園及び地域の教育機関と連携した実践的

な教材開発及び教育方法の開発を推進する。例えば，教

育学部教官全員参加による学部附属学校園共同研究プロ

ジェクトを通して，学校教育の今日的要請に対応した研

究を推進する。

，(ｇ) 各自の専門分野において優れた研究成果を創出し

国内外に発信する。また，その研究成果を専門教科に対

する教育内容，教材開発，教育政策形成等に活用する。

(ｈ) 地域社会と密接な連携を保ちながら，地域の環境

条件を生かした研究を積極的に推進し，その成果を地域

社会に還元する。

信州大学教育学部，大学院教育学研究科
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Ⅲ 評価項目ごとの自己評価結果

１ 研究体制及び研究支援体制

（１）要素ごとの評価

（要素１）研究体制に関する取組状況

○観点ごとの評価結果

観点Ａ：研究活動活性化のための体制

本大学では，競争的な研究開発環境の創出対策の１つとして 「教育研究基盤校費」等の予，

。 ，算配分方法及び基準の見直しを行っている 平成13年度より学長管理分の経費が増額されたが

その中でも特筆すべきは 「各学部の特徴ある取組を評価し，学長のリーダーシップで積極的，

」 ， （ ）な取組を一層推進できるようにすること を狙いとして 教育研究重点経費 学部長裁量経費

。 ，として教育研究基盤校費の５％を確保することを決定した点である これを受けて＜資料１＞

， （ ， ， ， ， ）本学部では 予算配分の基本的考え方 ５項目；教育 研究 地域貢献 国際交流 学部運営

に基づき，各教員からのアイディアの提案と具体的な申請によって経費獲得を行う制度を整え

た 。この場合，経費の配分決定，執行，成果報告，評価のプロセスと内容について＜資料２＞

， ， 。 ，は これを公開し 批判に耐えるようなものにすることも配慮している とりわけ＜資料３＞

学長は学部長からのこれまでの成果と今後の計画について報告を受け，この報告に基づき予算

配分を決定するものとしている 。＜資料４＞

：研究目標（１）を達成するために，全体として積極的な理念の下に具体的な制度の整◆評価

備に努めており優れた体制である。

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

： 教育研究基盤校費」等の予算配分基準の見直し資料１ 「

（本大学部局長会議 ，評議会資料 平成 年６月６日より抜粋）No.7 No.8 13

信州大学教育学部，信州大学大学院教育学研究科
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信州大学教育学部，信州大学大学院教育学研究科

：教員からの提案・申請による研究経費獲得に向けての方策資料２

（本学部教授会資料 庶務報告 号 平成 年６月６日より抜粋）13 13

：予算配分の透明性を確保するための方策資料３

（本大学部局長会議 ，評議会資料 平成 年６月６日より抜粋）No.7 No.8 13

：学部長のリーダーシップの下での予算配分・学部運営の方策資料４

（本大学部局長会議 ，評議会資料 平成 年６月６日より抜粋）No.7 No.8 13

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

観点Ｂ：弾力的な研究組織体制

本学部では，平成11年度から 「臨床の知」の理念のもとに，教育，研究，地域貢献を相互，

に関連づけ活性化するために，教育組織・教官組織・カリキュラム・学部運営方法に関する大
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信州大学教育学部，信州大学大学院教育学研究科

々的な学部改組を行った。この改組の研究面での目的は 「教育組織と教官組織の分離による，

人的資源の有効活用と活性化 「教官組織の再編による研究体制の活性化 「他学部に見られ」， 」，

ない教育学部の多様な教官スタッフの学際的活用」等を通して，研究水準の向上及び研究内容

。 ， ， ，の多様化の推進を目指すことにある 具体的には 本学部では 教育組織と教官組織を分離し

教育組織を４課程11専攻19学修分野とし，教官組織を大学院の研究分野と対応させた新しい教

育研究体制を整備した。

また，教授会組織の改革として，主に人事を扱っていた「専任教授会」を廃止し，人事を含

＜め学部運営にかかわる全ての事項を教官全員で審議議決する「教授会の一元化」を実現した

。これと同時に，人事を公平・公正・厳格に進めるため「教育学部教官等の人事に関資料１＞

」 。 ， ， ，する内規 の改正も行った これにより 講座教授の恣意的な判断によらず また＜資料２＞

他の教官との年齢関係にとらわれず，業績に応じた公正な人事が可能になると同時に，学部全

体を見渡した円滑な人事が可能になり，研究の活性化につながる組織体制が整った。

：研究目標（４）の達成をめざして学部改組を着実に推進するための優れた研究組織体◆評価

制である。

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

（ 信州大学教育学部改組の背景と記録」信州大学資料１：学部運営組織の改革 「

教育学部 平成 年３月より抜粋）12
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信州大学教育学部，信州大学大学院教育学研究科

（本学部「教官等の人事に関する内規」より抜粋）資料２：教官等の人事に関する手続き

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

観点Ｃ：学校現場のニーズに対応した実践研究活性化の体制

本学部では，学校現場のニーズに対応した実践的研究を促すため，以下のような研究体制を

実現している。長野県教育委員会との申し合わせに基づいて，本研究科に公立学校の現職教員

を受け入れる特別枠を設置し，毎年 名の大学院生を受け入れている 。また，客17 ＜資料 ＞1
員教授の制度を生かして学校現場での経験豊かな教師を 名を附属教育実践総合センターの1
客員教授として迎え入れている 。さらに，長野県教育委員会との覚書により，本＜資料 ＞2

＜資料学部附属学校園に公立学校の現職教員を研修教員として毎年 名程度受け入れている10
。また，本学部は教育相談室を ，そして附属教育実践総合センターは「子ども3 4＞ ＜資料 ＞

の心を育てる教師の会」を設立して ，学校不適応をめぐる現代的諸問題に具体的＜資料 ＞5
に対応している。

：研究目標（２ （ｃ （ｄ）等を達成するために地域や学校と連携して実践的研究に◆評価 ）， ），

取り組む優れた体制である。
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信州大学教育学部，信州大学大学院教育学研究科

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

：本研究科の現職教員派遣学生数資料１

：本学部客員教授受け入れ体制（ａ）と選考基準及び任用実績（ｂ）資料２

（ａ）客員教授受け入れのための規定（抜粋）

（ｂ）信州大学客員教授選考基準（抜粋）と任用実績
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信州大学教育学部，信州大学大学院教育学研究科

：本学部の「研修教員受け入れに関する覚書（抜粋 」と受け入れ実績資料３ ）

：教育相談室の設置と運営体制： ａ）本学部「教育相談室運営委員会内規（抜粋 」資料４ （ ）

と（ｂ 「教育相談室内規（抜粋 」および（ｃ）教育相談室パンフレット（部分）） ）

（ａ）本学部「教育相談室運営委員会内規（抜粋 」）
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信州大学教育学部，信州大学大学院教育学研究科

（ｂ）本学部「教育相談室内規（抜粋 」）

（ｃ）教育相談室パンフレット（部分）
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信州大学教育学部，信州大学大学院教育学研究科

：子どもの心を育てる教師の会の活動資料５

（信州大学教育学部附属教育実践総合センタ－紀要

「教育実践研究」 ( ) から抜粋）No.1 2001 pp.105-114

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

観点Ｄ：地域に根ざした研究の計画・実施・成果活用のための体制

本学部は，地域社会と密接な連携を保ちながら，地域の環境条件を生かした研究活動を積極

＜資料１＞ ＜資料的に推進するため，附属教育実践総合センタ－ ，附属志賀自然教育研究施設

， 。２＞ ＜資料３＞を設置するとともに 信州大学地域共同研究センター の事業にも参画している

また，信濃教育会教育研究所への運営委員，所員等の派遣 ，県内に設置される各種＜資料４＞

審議会等への委員の派遣 ，公開講座や出前講座の実施 等を通して，地域＜資料５＞ ＜資料６＞

に内在する課題や住民の関心などの情報を収集し，時宜を得た研究課題の設定，研究の実施，

研究成果の地域社会への反映等に活用している。

：研究目標（２ （ｂ （ｄ （ｈ）等を達成するために優れた体制である。◆評価 ）， ）， ），
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信州大学教育学部，信州大学大学院教育学研究科

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

：信州大学教育学部附属教育実践総合センタ－規定（抜粋）資料１

：信州大学教育学部附属志賀自然教育研究施設規定（抜粋）資料２

：信州大学地域共同研究センタ－規定（抜粋）と地域連携フォ－ラム開催状況資料３
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信州大学教育学部，信州大学大学院教育学研究科

：信濃教育会教育研究所へ運営委員，所員等の派遣状況資料４

：各種審議会等への委員の派遣状況資料５

：出前講座実施要項（抜粋）資料６

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
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信州大学教育学部，信州大学大学院教育学研究科

観点 ：研究成果等の内外発信の体制E

本学部では，教員の研究成果を公表する手段として，学部紀要を年３回発行している。附属

教育実践総合センターにおいては，紀要を年１回発行するとともに教育実践総合センタ－主催

の研究発表会も開催している。また，志賀自然教育研究施設，附属学校園においても，それぞ

れの紀要を年１回発行している 。なお，教育実践総合センターの紀要においては，＜資料１＞

平成 年度より査読審査の体制も取り入れ内容の充実を図る機能を整えた 。12 ＜資料２＞

， ， ，さらに 研究業績の公開を含む広報・情報活動のより一層の充実のため 11年度の組織改革で

従来の「広報・国際交流委員会」を「広報・情報委員会」と「国際交流委員会」に分離独立さ

せ，常置委員会の１つと位置づけている 。＜前掲 p.5 資料１参照＞

， ， ，公人としての研究者個人の情報については 信州大学全体の取り組みの中で 平成６年より

研究者情報の公開に関連して各教員の主たる研究テーマと主な研究業績，所属学会等の情報を

掲載した「信州大学研究者総覧」を発行・公開している。この情報は現在，信州大学ホームペ

ージの「教育研究者総覧」にも掲載し，インターネットを介して一般に公開している

（ 。http://gipwm.shinshu-u.ac.jp/souran/menu.html ）

：研究目標（５ （ｂ （ｇ （ｈ）等を達成するための妥当な体制である。◆評価 ）， ）， ），

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

：教育研究に関する定期刊行物一覧資料１

（ 信州大学教育学部の教育と研究」信州大学教育学部平成８年）「

： 教育実践研究」投稿規定（抜粋）と査読の流れ（抜粋）資料２ 「
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－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

○要素１の貢献の程度

以上の観点ごとの自己評価から，研究体制に関する取組状況は，研究目的及び目標の達成

に十分貢献している。

（要素２）研究支援体制に関する取組状況

○観点ごとの評価結果

観点Ａ：教育実践総合センターにおける研究支援体制

信州大学教育学部附属教育実践総合センターは，研究の目的の( )に掲げた「臨床の知」の2

教育研究や地域に根ざした教育実践研究の目的・目標を達成するための重要な本学部附属施設

（研究支援体制）として位置づけられている。本施設は， 年教育工学センタ－として発1974

足以来，教育実践研究指導センター，教育実践総合センターへと変遷してきたが，本学部では

年４月 「教育実践研究指導センター」から「教育実践総合センター」へと改組し，２名1999 ，

の教員から４名の教員体制とした 。また，事務職員，技術（コンピュータ）補佐員＜資料１＞

等を採用し，附属施設としての研究支援体制を整備している 。＜資料２＞

：研究目標（ｂ （ｄ （ｅ）等を達成するために優れた体制である。◆評価 ）， ），

信州大学教育学部，信州大学大学院教育学研究科
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信州大学教育学部，信州大学大学院教育学研究科

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

（信州大学資料１：附属教育実践総合センタ－の沿革

教育学部附属教育実践総合センターパンフレットから抜粋）

（信州大学教育学部資料２：教育実践総合センタ－の研究支援体制

教育実践総合センタ－ニュ－ス 年５月 日から抜粋）2001 31

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
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信州大学教育学部，信州大学大学院教育学研究科

観点Ｂ：共同利用施設・設備に関する研究支援体制

本学部には研究を円滑かつ効率的に推進するための共同利用施設として，信州大学附属図書

館教育学部分館，教育実践総合センタ－，志賀自然教育研究施設などがある。また共同利用設

備として，信州大学総合情報処理センタ－の教育学部情報機器，信州大学機器分析センタ－の

教育学部大型機器（Ｘ線構造解析装置，複合型表面解析装置，人工気象室 ，などがある。こ）

れら諸施設・設備の円滑利用の観点からは，学部事務職員が配置されている附属図書館教育学

部分館 及び教育実践総合センタ－ は円滑かつ効果的利用の＜資料１＞，＜資料２＞ ＜資料３＞

ための支援体制が整っている。一方，総合情報処理センタ－の情報機器や機器分析センタ－の

大型機器等の利用体制は共同利用設備であるにも拘わらず，その利用のための管理・運営は，

学部選出の運営委員等本学部教員個人のボランティア等に依存しているのが実情である。

：研究目標（２ （ｄ （ｅ （ｇ）等を達成するために妥当な体制である。◆評価 ）， ）， ），

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

：附属図書館教育学部分館の研究支援体制（職員の業務分担）資料１

（信州大学教育学部教育学情報係資料より）
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信州大学教育学部，信州大学大学院教育学研究科

：附属図書館教育学部分館の時間外の研究支援体制資料２

（信州大学教育学部教育学情報係内部資料より）

：教育実践総合センタ－の情報機器利用の支援体制資料３

（附属教育実践研究指導センタ－内部資料より）

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

観点Ｃ：学部・附属共同研究支援体制

本学部においては，研究目標（１）及び（２）を達成するため，全国に先駆けて平成 年12

度より全教員参加の下 「信州大学教育学部・附属学校園共同研究」体制を整備し，組織的に，

。 ，共同研究推進を支援している この組織は小中学校における教科を中心に の部門に分かれ15

その研究内容は「総合的な学習の時間」をはじめとする教育現場における今日的課題を対象と

している。なお，その発足は，教員養成系大学・学部及び附属学校園の果たすべき役割に関わ

る課題解決へ立ち向かおうとする内部的動向とともに，平成 年度に実施した外部評価にお11

「 ， 」ける 学部の臨床の知という理念の実現には 学生の教育に一層附属学校の活用が重要になる
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信州大学教育学部，信州大学大学院教育学研究科

とする指摘を真摯に受け止めた結果である。平成 年度･ 年度の研究内容と経過をそれぞ12 13

れ報告書 として公刊するとともに，平成 年度も研究の拡充・深化をめざし＜資料１・２＞ 14

た取り組みを行っている。また，学内における共同研究のみならず，地域における教育団体と

の共同研究の体制づくりも推進しており，例えば信濃教育会教育研究所には運営委員・兼任所

員等を派遣し研究員との連携の充実等を図っている 。＜資料３＞

：研究目標（１ （２ （ｆ）等を達成するために優れた体制である。◆評価 ）， ），

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

（信州大学教育学部・附属学校園共同研究資料１： 学部・附属共同研究」発足の経緯「

報告書 「はじめに （教育学部長 藤沢謙一郎）より抜粋）2001.3 」

（信州大学教育学部・附属学校園共同研究報告書資料２： 学部・附属共同研究の経過」「

「一体感が深まった２年目の共同研究 （プロジェクト代表 渡邊時夫）より抜粋）2002.6 」
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信州大学教育学部，信州大学大学院教育学研究科

（信濃教育会教育研究所資料３：信濃教育会教育研究所との連携研究支援体制

紀要 第６巻 平成 年３月 「平成 年度の動向」より抜粋）14 13

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

観点Ｄ：共同研究成果の発信体制

要素１観点Eで述べたように，本学部では学部教員の研究を公表するために学部紀要を年３

回発行し，学部附属教育実践総合センターをはじめ附属諸施設においても，年１回の紀要を発

行しているが ，これらの紀要は学部教官が共同研究成果を公表する＜前掲 p.13 資料１参照＞

ための場でもある。とりわけ，学部附属教育実践総合センターでは，共同研究の推進とその成

果の公表の場を確保するため，毎年開催される研究発表大会 において，附属学校園＜資料１＞

との共同研究，地域社会との連携を図る研究を公募するなど，その推進に努めている。また，

本学部では，附属との共同研究の成果を公表する場を設けるため， 年度より，学内予算2001
，『 』 。によって 信州大学教育学部学部・附属学校園共同研究報告書 を刊行している＜資料２＞

：研究目標（５）を達成するために妥当な体制である。◆評価



- 20 -

信州大学教育学部，信州大学大学院教育学研究科

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

：教育実践総合センタ－主催研究発表大会の発表者募集要項（抜粋）資料１

：信州大学教育学部学部・附属共同研究報告書（表紙および奥付）資料２

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
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信州大学教育学部，信州大学大学院教育学研究科

○要素２の貢献の程度

以上の観点ごとの自己評価から，研究支援体制に関する取組状況は，研究目的及び目標の

達成におおむね貢献している。

（要素３）諸施策に関する取組状況

○観点ごとの評価結果

観点Ａ：プロジェクト研究の振興方策

本大学において，学長管理分としてプロジェクト推進経費が教育研究基盤校費の５％を計上

している。また，要素１観点 で述べた教育研究重点経費（学部長裁量経費）も学部内のプA
ロジェクト推進経費として使用が可能である。本学部の将来計画委員会では，全学プロジェク

トへの積極的参加とプロジェクトの立ち上げを目指すべく，プロジェクト推進経費，学部長裁

量経費の獲得に向けての学部での取り組み方法について審議し，学部長裁量経費獲得にかかわ

る教員からの申請，アイデアを募る体制を整えた 。＜前掲 p.4 資料２参照＞

：研究目標（１ （２ （４ （ｄ （ｆ）等を達成するための優れた方策である。◆評価 ）， ）， ）， ），

観点Ｂ：外部資金の獲得方策

研究遂行のために必要な外部資金導入は，特に実験や国内外各地の資料収集に関わる研究領

域では必須の方策である。この認識の下で，科学研究費補助金制度，日本学術振興会をはじめ

とする各種財団研究助成制度，長野県テクノ財団研究助成制度，奨学寄付金制度等の積極的活

。 ， 「 」用に取り組んでいる 特に本学部では 学部将来計画委員会の中に 特別経費等獲得小委員会

を発足させ，主に科学研究費補助金申請の啓蒙活動と，獲得率向上のための申請書作成講習会

等 を継続的に開催し ，外部資金の獲得に努めている。＜資料１＞ ＜資料２＞

：研究目標（３ （ｇ）等を達成するための妥当な方策である。◆評価 ），
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信州大学教育学部，信州大学大学院教育学研究科

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

（平成７年９月６日教授会資料）資料１：外部資金獲得のための方策例
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信州大学教育学部，信州大学大学院教育学研究科

（平成 年６月２日教授会資料）資料２：：外部資金獲得のための方策例 11

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

観点Ｃ：研究推進に必要な研究環境の整備方策

研究推進のためには，それを支える研究環境の整備が必要である。本学部においては，その

一つとして学部・附属共同研究の一層の推進のために附属学校園における情報ネットワークシ

ステム等の構築を進めた。平成 年度には信州大学情報ネットワークシステムの整備充実に10

かかわって附属松本学校園のシステムを構築し，平成 年度補正予算では長野地区附属学校13

のネットワークシステムの構築と松本地区附属学校のネットワークシステムの補強を完成した

。さらに附属長野学校園の情報教育の発展と充実を図るために，そのシステムを学＜資料１＞

長裁量経費によって長野市フルネットセンターと接続した 。また，附属図書館教育＜資料２＞

学部分館においては，研究環境整備の一環として文献検索・入手システムの整備充実を図って

いる。現在，分散している信州大学附属図書館（本館及び各分館）内における検索システムと
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しての ，国立情報学研究所が提供するデーターベースを仲介として他大学OPAC ＜資料３＞

の図書館等から資料提供を受けるシステムとしての が稼働している。また，情報サービILL

スの一層の充実を図るために外国雑誌の電子ジャーナル化も進めている。

：研究目標（３ （ｄ （ｅ）等を達成するための妥当な方策である。◆評価 ）， ），

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

：附属学校園への情報ネットワ－クシステムの構築資料１

（平成 年４月教授会資料から抜粋）13

：長野市教育委員会宛「信州大学附属学校長野学校と長野市資料２

フルネットセンタ－間情報回線接続に関する要望書
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：オンライン目録による検索サ－ビス資料３

（信州大学附属図書館教育学部分館利用案内より抜粋）

( )http://www-lib.shinshu-u.ac.jp/opac/

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

観点Ｄ：国際協力推進方策

本学部は，大学・学部レベルでの学術交流を推進するため，アメリカ合衆国で信州と比較的

環境条件が類似するユタ大学と協定覚書を交わし，学生の交換とともに，その教授法やカリキ

ュラムの研究開発に着手している 。また，開発途上国への教育協力の事業の一環＜資料 ＞1
として平成 年度からガーナの「小中学校理数科教育改善計画」に参加し，開発教育に関す12
る研究を推進している 。さらに，長野県内の国際理解教育を推進する観点から，＜資料 ＞2
小・中・高校・大学の教官が一体となって取り組む研究組織を立ち上げ，平成 ～ 年度11 13
には米日財団の支援を受けて「現代アメリカ研究」に取り組んできた 。＜資料 ＞3

：研究目標（２ （ｇ）等を達成するための妥当な方策である。◆評価 ），

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

：信州大学とユタ大学との学術交流協定覚書（抜粋）資料 1
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： 小中学校理数科教育改善計画」参加による研究を推進資料２ 「

： 現代アメリカ研究」報告書（抜粋）資料３ 「
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－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

観点 ：研究集会等の開催方策E

地域的な課題に積極的に取り組むためには本学部・研究科の研究資源（人的資源，保有技術

・知的財産等）を広く地域社会に公開し，地域社会に研究の意義・必要性の理解を得ることが

重要と考える。そのため，本学部では多くの研究報告会，研究討論集会，フォ－ラム等を積極

的に開催・参加してきた。具体的には教育実践総合センタ－主催の各種研究集会 ，＜資料１＞

＜資料２，３＞ ＜学部行事として取り組んだ青少年のための科学の祭典 ，地域連携フォ－ラム

などを挙げることができる。資料４＞

：研究目標（２ （ｂ （ｄ （ｈ）等を達成するための妥当な方策である。◆評価 ）， ）， ），

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

：教育実践総合センタ－主催の各種研究集会開催方策資料１

＜資料１( )：マルチメディア教材開発公開講座案内（抜粋）＞a
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＜資料１( )：カウンセリング・ワ－クショップ公開講座案内＞b

＜資料１( )：子供の心を育てる教師の会年間計画資料＞c
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： 年８月開催の「青少年のための科学の祭典」実施体制（抜粋）資料２ 1998

： 年 月開催の「青少年のための科学の祭典」実施体制（抜粋）資料３ 1999 10
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：地域連携フォ－ラム「 は教育をどう変えるか」プログラム（抜粋）資料４ IT

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

○要素３の貢献の程度

以上の観点ごとの自己評価から，諸施策に関する取組状況は，研究目的及び目標の達成に

おおむね貢献している。

（要素４）諸機能に関する取組状況

○観点ごとの評価結果

観点Ａ：共同研究に対するサ－ビス機能

教育実践総合センタ－では，共同研究のサ－ビス機能の１つとして，研究員及び研究協力員

制度を設けて 学部及び学部外研究者との共同研究の活性化を図る取組を行ってい＜資料１＞

る。一方，本学部として重点的に取り組んでいる学部・附属共同研究については，これを支援

するための学部としてのサービス機能の充実が課題になっている。

：研究目標（２ （４ （ｄ （ｆ）等を達成するために妥当な機能である。◆評価 ）， ）， ），
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－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

：共同研究支援のための研究員，研究協力員制度資料１

（ 信州大学教育学部附属教育実践総合センタ－規定」より抜粋）「

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

○要素４の貢献の程度

以上の自己評価から，諸機能に関する取組状況は，研究目的及び目標の達成にかなり貢献

している。

（要素５）研究目的及び目標の趣旨の周知及び公表に関する取組状況

○観点ごとの評価結果

観点 ：教職員，学生（特に大学院生）に対する周知の方法A

本学部では平成 年度の改組より 「臨床の知」の理念を中核に教育，研究，実践を統合的11 ，

に進めてきた。この改組の理念については教授会において繰り返し審議し，平成 年の５月10

に教授会において「教育学部将来構想案（第７次案 」として示し 教職員には周知） ＜資料１＞

した。平成 年度に学部の理念と目標が再度審議され 「教育研究」についての目標がより明13 ，

確に示された 。このような理念と目標をめぐっては繰り返し審議されるなかで，全＜資料２＞

教員に周知徹底されている。学生に対しては，平成 年度より学生便覧の冒頭に「学生には12

こんな能力を身につけて欲しいと願っています」と言う「臨床の知」に基づいた大学側から学

生への願いを示し，その中で「臨床の知」とは「個々の『訴え』に耳を傾けるために，大学の

学問や研究を現実の社会に開かれたものにすること」であると示してある 。＜資料３＞

（ ）（ ）（ ）（ ）（ ）（ ）（ ）（ ） 。◆評価：研究目標 １ ２ ｂ ｃ ｄ ｈ 等を推進するために妥当であるe f
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－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

： 臨床の知」を理念とした本学部・研究科の教育・研究体制の周知資料１ 「

（平成 年５月６日本学部教授会資料より抜粋）10

：本学部・研究科の教育・研究目標の教職員への周知資料２

（平成 年１月９日本学部教授会資料より抜粋）14
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：本学部・研究科の教育・研究目標の学生等への周知資料３

（平成 年度学生便覧 年４月 より抜粋）12 2000 p.2

観点 ：学外者に対する公表の方法B

本学部では平成 年度より 「臨床の知」の理念を学外者に公表するため，信州大学教育学13 ，

部ホームページにおいてインターネット上に公表している（ ）http://eduinfo.shinshu-u.ac.jp/

（ ）（ ）（ ）（ ）（ ）（ ）（ ）（ ） 。◆評価：研究目標 １ ２ ｂ ｃ ｄ ｈ 等を推進するために妥当であるe f

○要素５の貢献の程度

以上の観点ごとの自己評価から，研究目的及び目標の趣旨の周知及び公表に関する取組状

況は，目的及び目標を達成するためにかなり貢献している。

（２）評価項目の水準

以上の自己評価結果を総合的に判断して，研究体制及び研究支援体制は，目的及び目標の

達成におおむね貢献しているが，改善の余地もある。

（３）特に優れた点及び改善点等

＜特に優れた点＞

（１）研究体制に関する取組状況に関する優れた点として，要素１観点Ｂの「弾力的な研究組
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織体制」を挙げることができる。

（２）研究支援体制に関する取組状況に関する優れた点として，要素２観点Ａの「教育実践総

合センタ－における研究支援体制」及び要素２観点Ｃの「学部・附属共同研究支援体制」を挙

げることができる。

＜改善点＞

（１）若手教員の養成，萌芽的研究の振興策

要素１観点Ａの研究活動活性化のための体制，要素１観点Ｂの弾力的な研究組織体制，要素

３観点Ｂの外部資金の獲得方策などで述べたように，本学部・研究科においては，研究プロジ

ェクトあるいは個人の専門研究何れの場合も，意欲のある教員にとって研究に邁進できる研究

体制及び支援体制はある程度整っていると判断できる。しかし，若手教員，特に新規に赴任し

た教員や成果が出るまでに長期間を要するような萌芽的研究テ－マや担当する教員に対する研

究支援体制が十分見えていない。世界的に注目を集める研究成果は，未来を担う若手教員や萌

芽的研究への挑戦の中に潜在することが多い。それらを拾い上げ，育てる施策は今後の重要課

題の１つである。

（２）学部の研究目的・目標に応じたプロジェクト研究の推進策

要素３観点Ａに関して，各教員の申請を待ち，そのアイデアを募る方式だけでは学部全体と

して，学部の研究目的・目標に応じた研究活動をプロジェクト化することが難しい面もある。

学部の研究目的・目標に応じたプロジェクト研究をより効果的に推進するために，教育学，教

科教育及び教科専門の枠を超えて，全国的あるいは地域的な教育課題に対応する共同研究プロ

ジェクトに対して戦略的かつ重点的に予算を配分していく施策が重要となる。例えば，学部長

や将来計画委員会が中心となって学部全体としての研究課題を複数設定し，教員の参加を募る

という方法が考えられる。

（３）研究集会や共同研究への支援策の改善

要素２観点Ｅに関して，研究集会は数多く開催されているが，その大部分は関係者の個人的

努力に依存するところが多く，学部としての支援体制は十分でない。また，要素４観点Ａに関

して，学部・附属共同研究はその重要性が大きいにもかかわらず，これを組織的に支援するサ

ービス機能の整備が遅れている。今後これらの支援体制やサ－ビス機能の充実が必要である。
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本学部は多様な専門研究を行う教員から構成されているため，研究活動の内容及び水準を統

一的に評価することは著しく困難である。そこで，権威ある内外の学術誌への掲載や学術賞受

賞状況等の客観的な根拠データのほか，学会内での評価等を示す資料を根拠資料として各自の

個人別研究活動判定票に添付した。

自己評価を行うに当たっては，学部として一応の判定基準を設定し，それに各領域 各系 ご( )
とに必要な修正を加えた上で，教員各自がその判定基準に基づいて自己判定を行った。下記の

表は各領域・各系ごとに，個人別研究活動判定票①に挙げられた代表的研究活動業績の総数の

うち，研究内容の事項に該当する業績が占める割合 ％ を示したものである。( )

独創性(％) 発展性(％) 教育実践へ 他分野への領域・系 教員数 業績数

の貢献(％) 貢献(％)

22 103 49 49 50 9教育学

14 61 66 56 21 7文学・言語系

11 52 94 73 27 21社会系

21 72 69 61 31 15自然系

14 65 86 68 57 8芸術系

13 52 65 60 42 2保健・体育系

12 59 81 68 27 34技術・家庭系

全体 107 464 70 61 38 13

本学部・研究科の研究活動は ｢独創性｣と｢発展性｣において優れた成果を挙げているが ｢教， ，

育実践への貢献｣は教育学領域，芸術系及び保健・体育系を別として，全体としては低調であ

る。｢他分野への貢献度｣は技術・家庭系は一定の貢献を行っているが，全体としてはかなり低

調といえる。

以下では，観点ごとに本学部の研究活動の特徴を説明する。なお，｢独創性｣と｢発展性｣を判

然と区別できない場合も多いので，両者を併せて記述した。

○観点ごとの評価結果

観点Ａ：研究活動の独創性と発展性

（１）組織全体

教育学領域と教科教育を中心とした教科教育学領域の両方において全国的教育課題に応える

教材開発や教育方法の研究が行われており，その中には地域の教育機関と連携した研究成果も

少なくない。また，教科教育学領域に属する教科専門担当者も各自の専門領域において顕著な

研究成果を挙げている教員が多く，特に地域の環境条件を利用した研究活動が各領域 各系 に( )
おいてみられる点は評価できる。よって，観点Ａに関する研究活動は全体として優れている。

信州大学教育学部，信州大学大学院教育学研究科
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（２）教育学

教員の構成は 名である。研究領域は教育哲学，教育史，教育制度，教育経営，教育社会22
学，教育心理学，臨床心理学，学習指導，教育相談，障害児教育，教育工学，情報工学，その

他の教育学に分類できる。各教員は自己の専門領域において優れた研究成果を出している。心

理学系の研究成果の多くは評価の高い国内外の学術誌に掲載されており，その独創性を高く評

価できる。特に教育心理学の成果は や に掲載さNeuropsychological Rehabilitation Cortex
れたり，日本認知科学会論文賞を受賞するなど高く評価されている。高等学校における選択制

の拡大と進路指導に関する教育経営の研究成果は小貫教育賞を受賞している。教育制度の研究

成果は ， などの国際誌に掲載さHigher Education Policy Industry and Higher Education
れている。教師の「心の病」に関する実態調査に基づく教育哲学の研究，アクションリサーチ

的手法を取り入れた生徒指導・援助体制に関する研究，及び，教育組織の構造的特性を批判的

に再考する学校社会学の研究も独創的なものである。

（３）教科教育学Ⅰ

①文学・言語系：教員の構成は教科教育担当４名，教科専門担当 名である。国語教育担当10
２名は自己評価の方法や学習材の概念整理・授業コミュニケーションの研究において独創的な

研究活動を行っている。また，地域教育機関と連携した研究活動を行っている。英語教育担当

２名は英語教育法に関して多くの学会誌で報告を重ね，指導的著作を公刊している。教科専門

担当者は各自の専門において優れた研究活動を行っているが，特に英語学は国内外の学会誌に

多くの研究成果を報告している。また，書道の作品は国内外において高い評価を得ている。研

究活動の発展性に関しては，特に日本語教育と異文化コミュニケーションの研究活動は，新た

な学問領域において実態調査や国際比較を踏まえて行ったものであり，発展性が高いと評価で

きる。

②社会系：教員の構成は教科教育担当２名，教科専門担当９名である。地理教育の研究は地理

の学習に関する方法論的研究において全国的な教育課題に応える優れた内容を有している。ま

た，総合的学習の時間の趣旨を踏まえて編集された構想プラン集は独創性と発展性の両面で評

価しうる研究成果である。公民教育は経済教育を中心にした英米との比較研究を行っており，

独創的な研究成果を挙げていると評価できる。教科専門担当者の研究活動の特徴は，わが国に

おいて競合する研究者の少ない領域において指導的な研究成果を挙げている点である 特に中(
世イタリア史とインド思想史 。環境社会学や日本中世史の研究では地域の環境条件等を十分)
に活用した研究が行われている。教科専門担当者の研究活動はそれぞれ一定の発展性を有して

いるが，特に実態調査を通じてエスニシティや多文化主義を研究する文化人類学の研究活動の

発展性は高く評価される。

③自然系：教員の構成は教科教育担当 名，教科専門担当 名である。教科教育担当の代表4 17
的研究活動業績は国内外の学会誌に多くの研究成果が報告される。中学校数学における図形の

証明指導の研究成果は に掲載され，気象単元の教材開Educational Studies in Mathematics
発は日本地学教育学会における学術奨励賞や教育実践優秀賞などを受賞している。教科専門担

当者の多くは国内誌はもちろん国際誌にも多くの研究成果を発表している。核科学研究の成果

は に掲載され，鳥類生態研究の成果は ， などにも報告されPhysical Review Nature Science
山階芳麿賞を受賞している。また，動物学研究では日本動物学会論文賞を受賞している。この
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ように理科分野における各自の専門研究は評価されているものが多い。

（４）教科教育学Ⅱ

④芸術系：教員の構成は教科教育担当４名，教科専門担当 名である。芸術教育担当の１名10
は絵画教育方法に関して学会誌に多くの研究成果を報告している。もう１名は美術教育の新し

い評価方法に関して指導的な研究活動を行っている。音楽教育担当のマルチメディアを利用し

た音楽教育研究の成果は日本教育新聞賞を受賞している。教科専門担当者のほとんどが国内・

国外の権威ある展覧会や演奏会で活躍しており，各自の研究活動の独創性は高いといえる。彫

刻の担当者は安田火災美術財団奨励賞を受賞した。器楽の２名，作曲法，及び金属工芸等の研

究成果は国際的にも高く評価されている。金属工芸や作曲法の担当者は地域の特性を昇華した

芸術活動を行っている。独創的な芸術作品は同時に発展性を有するものである。よって，全体

としての発展性は高いといえる。また，｢音楽と絵画の相関｣に関する器楽と美術教育の共同研

究は新たな試みであり，優れた発展性を有するものである。

⑤保健・体育系：教員の構成は教科教育担当２名，教科専門担当 名である。教科教育担当11
の１名は学会誌に多くの研究成果を報告し，高い評価を得ている。教科専門担当者の研究活動

の特徴としては地域の環境条件を利用した独創的な研究が行われている点を挙げられる。特に

スピードスケートを題材とするバイオメカニクス研究は日本バイオメカニクス学会奨励賞を受

賞したほか，清水宏保選手 長野五輪金メダリスト の担当コーチとして，実際の競技にもその( )
研究成果は生かされている。｢発生論的運動論｣を研究する人間運動学や開発戦略との関係でス

ポーツを捉えるスポーツ社会学等の独創性が評価できる。実態調査を通じて子どもの｢荒れ｣の

原因を遊びの形態の変化とそれが脳の活動に及ぼす影響に求める仮説を提示する精神生理学の

研究活動は優れた発展性を有している。また，子どもの体験活動等に関する実態調査や国際比

較調査を行うほか，野外教育活動の場面における｢生きる力｣の指標を導き出すなど，野外教育

全般において指導的な研究活動が行われている。その研究の多くが文部科学省委嘱研究である

ことからもその発展性が高く評価される。

⑥技術・家庭系：教員の構成は教科教育担当 名，教科専門担当８名である。技術科教育担4
当者の研究成果の多くは国内の学会誌に報告されている。中でも，指導過程における生徒の意

識・学習意欲に関する一連の研究は，関連の学会で高い評価を受けている。家庭科教育に関す

る研究も関連の学会で報告されている。なお，教科教育担当者は教科教育以外の専門分野に関

わる学会（繊維学，情報科学，家族関係学）において多くの研究成果を発表している。一方，

教科専門担当者は国内誌・国際誌に研究成果を発表している。中でも金属工学研究は先端加工

学会より研究論文賞を受賞し，電気電子技術におけるLSI用シリコン単結晶成長技術の研究は

複数の国際会議に招待講演を受けている。生活経営学は複数の外国の機関から招待講演を頼ま

れるなど発展性が認められる。

観点 ：教育実践への貢献B
（１）組織全体

初等・中等教育の教員養成を目的とする本学部は，大学における教員養成教育について，教

育活動を通じて優れた貢献をしていると評価できるが たとえば，高い教員採用率等 ，他方，( )
｢高等教育における教育実践への貢献｣という観点から評価できる研究活動は全体として少な
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い。しかし，本学部学生の実践的指導力をつけるための実践的研究は全国的な注目を集めてい

る たとえば｢ 遊サタデー｣など 。また，教科教育担当者が自己の研究成果を反映したテキ( You )
スト等を作成することによって，教員養成教育に貢献している。よって，本学部の現状を勘案

すると，観点にＢに関する研究活動は全体として妥当である。

（２）教育学

「 」教育学部学生の実践的指導力をいかにつけるかという高等教育の研究は 遊サタデーYou
「 遊広場」という授業において実践的に行われ，その活動は新聞でも取り上げられ，社You
会的評価を受けている。また，全国の教員養成系大学・学部でもこのような授業が行われるな

ど実践的研究の成果は高く評価されている。教職専門科目「特別活動の理論と実際」の授業改

善のための研究が行われて，こちらも同様に新聞等で紹介され高い評価を受けている。障害児

教育の成果は「解説・コミュニケーション支援としての アプローチ 「補助代替コミュAAC 」

ニケーション：理論編」の中で紹介されている。

（３）教科教育学Ⅰ

①文学・言語系：日本語教育・異文化コミュニケーションの研究成果を反映した書物はその分

野での定評のあるテキストになっており，教育実践への貢献度は高い。また，国語教育担当者

は全国規模の学会が編集し，定評のある『国語教育辞典』を分担執筆している。しかし，全体

として教育実践への貢献度は低く，この点は改善を要する。

②社会系：地理教育の研究活動の成果は社会科教育法のテキスト等に生かされている。学習指

導要領の改訂作業に参加・協力した経験を踏まえて，学習指導要領のねらいや趣旨を吟味し，

具体的に解説する本書の教育実践への貢献度は高いと評価できる。また，中世イタリア史・地

中海世界史の研究は現在の歴史学の学問水準を示すものであり，教育実践への貢献度は高い。

しかし，全体として教育実践への貢献度は低く，この点は改善を要する。

③自然系：高等教育に関する取り組みは理科分野において見られる。大学の気象学の授業に生

かす研究，小学校教員養成の理科の授業をどのように行うべきかを検討した研究，教育学部に

， 「 」 。おける理科ミニマムに関する研究が行われ 大学のテキスト 昆虫生態学 の作成も行われた

しかし，全体としては研究事例は観点Ａと比べはるかに少なく今後教育学部の性格上さらに多

く取り組むべき内容と思われる。

（４）教科教育学Ⅱ

①芸術系：美術教育担当者の新学習指導要領の趣旨を具体化する美術教育指導法に関する研究

は教育実践への貢献を高く評価できる。音楽教育担当者の１名も，従来の古典的｢名曲主義｣で

はなく現代音楽をも取り上げる斬新な音楽教育法の教科書を作成している。しかし，全体とし

て教育実践への貢献度は低く，この点は改善を要する。

②保健・体育系：各教員の研究活動の多くは優秀な指導者養成と関連するものであり，教育実

践に貢献していると評価できる。教材構成に関わる原理・方法論に関する体育科教育や，子ど

もの体験活動に関する実態調査や国際比較調査を行う野外教育の研究活動は教育実践への貢献

を高く評価できる。しかし，全体として，学部教育を超えた全国レベルでの貢献度について改

善を要する点がある。
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③技術・家庭系：家庭科教育法の成果は 家庭科教育実践講座 専門研究の成果は 現「 」， 「Asset
代調理学 「新保育学 第 版」という大学の授業テキストに生かされている。大学家庭科被」 2
服学の授業の改善を目指したすぐれた研究もあるが，全体としては少なく今後教育学部の性格

上多く取り組むべき内容と思われる。

観点 ：他分野への貢献C
（１）組織全体

全体としては他分野への貢献をしている研究活動は少ない。個々の教員が学際的なテーマを

取り扱うことで，散発的に貢献しているというのが現状である。教育学部の性格上やむをえな

い面もあるが，観点Ｃに関しては全体として問題がある。

（２）教育学

障害児教育の成果は日本教育心理学会誌や日本教育心理学会主催の研修に取り上げられてい

る。教育哲学担当者は医学部附属病院の医師卒後教育プログラムの開発において指導的立場で

参加し，その研究成果を開発プログラムに反映させている。しかし，全体としては他分野への

貢献度は高くないので，改善の余地がある。

（３）教科教育学Ⅰ

①文学・言語系：国語教育と民俗学・文化人類学，中世文学と日本思想史のそれぞれを跨る学

際的な研究成果があり，これらは他分野に対して優れた貢献をしている。特に後者は学会で高

い評価を得ている。しかし，全体としては低調であり，改善を要する。

②社会系：歴史学と民俗学，国際関係論と歴史学，憲法学と政治思想史 政治哲学 のそれぞれ( )
に跨る学際的な研究成果があり，これらは他分野に対して優れた貢献をしているといえる。し

かし，全体としては，この観点に関して低調といえる。地域の教育機関や地域環境を利用した

教科教育と教科専門の共同研究などが積極的に推進されるべきである。

③自然系：気象学の研究成果が建築学分野で引用されたこと，古代遺跡調査に参加し地質学研

究手法を用いて環境変遷の復元を行い，遺跡を覆った洪水層を認定した結果が考古学研究に引

用されたなど他分野の発展に貢献している。また，土石流災害の地質学的研究は日本地すべり

学会のシンポジウムに招聘されることを通して他分野の発展に寄与した 「和英・英和 算数。

・数学用語活用辞典」は帰国子女教育，開発教育を推進し研究を進める上で有用なものと思わ

れる。しかし，全体としてはこの種の研究事例は少なく改善を要する。

（４）教科教育学Ⅱ

①芸術系：研究活動の性質上，全体として他分野への貢献度は低い。しかし，器楽と美術教育

の共同研究は他分野への貢献の面で高く評価される。

②保健・体育系：国際開発学とスポーツを関連させるスポーツ社会学の研究活動は他分野に優

れた貢献をしている。しかし，研究活動の性格上，全体として他分野への貢献度は低い。地域

の環境条件等を利用した共同研究等を組織して改善していく必要がある。

③技術・家庭系：被服学分野におけるウエストベルト圧比率尺度による圧感覚の研究は温熱生

理学分野で引用されている。しかし，全体としては他分野に貢献した内容の研究は少ない。
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○特に優れた点及び改善点等

＜特に優れた点＞

（１）厳しい研究条件下にあるにもかかわらず，国内外の権威ある学会誌･専門誌への論文掲

， 。載や各種学術賞の受賞などがあり 全体として研究活動の｢独創性・発展性｣を高く評価できる

領域ごとの研究目標 と は十分に達成していると評価できる。(a) (g)
(d)（ ） ，２ 地域の教育機関や地域の環境条件を利用した優れた研究活動が行われており 研究目標

と は十分に達成していると評価できる。(h)

＜改善点＞

（１）教科専門担当者による全国的な教育課題に応える研究や地域の教育機関と連携した研究

は少ない。このような研究に取り組み成果を上げている教科専門担当者もいるが，現状では少

数である。今後は，専門分野を生かした教材開発及び教育方法の研究などを学部として推進し

ていく必要があり，教科専門担当者もこれに協力することが要請される。

（２）高等教育の実践への貢献が不十分である。学部・大学院における日頃の教育実践や附属

学校園との共同研究を各自の研究活動に生かすことが必要である。

（３）他分野への貢献が不十分である。地域の教育機関や環境条件を利用した教科専門と教科

教育の共同研究などを通じて，相互に他分野への貢献が可能になるので，このような研究活動

を推進していく必要がある。
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３ 研究の社会（社会・経済・文化）的効果

下記の表は各領域・各系ごとに，個人別研究活動判定票①に挙げられた代表的研究活動業績

の総数のうち，事項に該当する業績が占める割合 ％ を示したものである。( )

教員数 業績数 教育実践への 地域の教育課題 政策形成への 生活基盤の強領域・系

寄与(％) への寄与(％) 寄与(％) 化(％)

教育学 22 103 42 23 7 3

文学・言語系 14 61 25 7 0 2

社会系 11 52 25 10 12 8

自然系 21 72 21 11 8 6

芸術系 14 65 29 31 3 5

保健・体育系 13 52 25 17 10 4

技術・家庭系 12 59 36 8 10 32

全体 107 464 30 16 7 8

｢教育実践への寄与｣は一定の成果を挙げている。特に教育学分野が優れている。他の事項に

関しては全体として低調といえるが，｢地域への教育課題への寄与｣に関して芸術系が 「生活，

基盤の強化」に関して技術・家庭系がある程度の社会的効果を挙げている。しかし，｢政策形

成への寄与｣は全体としてかなり低調である。

なお，本学部の研究活動の社会的効果の有無は各専門分野において区々なので 「２ 研究内，

容及び水準」の項目とは異なり，各領域ごとに一括して記述した。

○観点ごとの評価結果

観点Ａ：教育実践への寄与

（１）組織全体

教科教育担当者は各自の専門領域において，教材や教育方法の開発，定評ある教科書の執筆

等を通じて教育実践に寄与している。教科専門担当者は野外教育研究のように優れた成果を挙

げている者もいるが，全体としては低調であると評価できる。よって，教科専門研究について

改善すべき点はあるとしても，観点Ａに関する研究活動は全体として妥当である。

（２）教育学

， ， ， ， ， ， ，研究領域は教育哲学 教育史 教育制度 教育経営 教育社会学 教育心理学 臨床心理学

学習指導，教育相談，障害児教育，教育工学，情報工学，その他の教育学に分類できる。教育

工学，情報教育の研究で開発したシステムやＶＴＲが多くの教育現場に導入されている。教育

経営や臨床心理学の研究成果は多くの教員研修会で紹介される。障害者のために開発したソフ

トウェアは医療や教育の臨床現場に配布され利用されている。また， ｢心の教室相談員｣に関
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する実態調査に基づく共同研究 学校社会学・教育哲学 は，教育実践に重要な寄与をなすもの( )
であり，多くの新聞で取り上げられた。

（３）教科教育学Ⅰ

附属学校との共同研究による国語科音声言語教材の開発は県内の国語教育の実践に寄与して

いる。また，国語科学習材の概念的整理を行った国語教育研究の成果は基本図書に取り上げら

れている。英語教育担当の２名は定評のある中学校用教科書を執筆している。また，新学習指

導要領で大改訂となった中学校社会科地理的分野について，地理的な知識と学び方を両立させ

る具体的な方策・展開例を提示した研究や，総合的学習に関する構想プランをまとめた研究は

教育現場において活用されており，地理教育の研究成果は教育実践に対して寄与している。ま

た，公民教育研究の成果が取り上げた経済教育の｢全国共通学習内容基準｣に基づいて経済理解

力テストが実施された。数学教育研究の成果は小中学校教員研修会において紹介されたり，教

員を対象とする全国紙にも紹介されている。理科気象単元で開発した教材は中学校理科の教科

書に採用されている。研究の成果は「高等学校数学Ⅲ 「志賀高原の自然観察ガイド」などの」，

テキストに生かされている。

（４）教科教育学Ⅱ

地域の教育機関と連携しながら，新学習指導要領の｢生きる力｣を踏まえて，美術教育の新し

い評価の視点を明らかにした美術教育の研究成果は高く評価できる。また，音楽教育における

マルチメディア利用に関する研究は，｢第７回音楽教育のためのメディア活用コンクール｣に入

賞し，｢ 年度ヤマハ音楽支援制度｣の支援対象になるなど，教育実践への貢献という面で2001
高く評価されている。体育科教育の研究活動は体育の教材構成の原理・方法を体系的に分析・

検討するものであり，その成果は体育科教育に関わる基本図書において紹介されている。野外

教育の研究成果は子どもの体験活動に関する経験的データの収集や，学習指導要領のいう｢生

きる力｣を野外教育の場面で客観的に測定する指標を導出するなど，野外教育の理論と実践に

多大な寄与をするものである。技術科教育研究の成果は大学教育の授業改善をするための研究

において引用されている 「 家庭科教育実践講座」は現場教師の参考文献として紹介さ。 Asset
れている。

観点Ｂ：地域の教育課題への寄与

（１）組織全体

教科教育学Ⅱの芸術系は展示や実演によって，保健・体育系はオリンピック施設を利用した

指導を通じて地域の教育課題に寄与している。しかし，教科教育領域は，全体としてこの観点

において評価できる研究活動の数が少なく，この点は改善を要する。本学部の性格上やむをえ

ない面もあり，観点Ｂに関する研究活動は全体として妥当であると評価できる。

（２）教育学

学習指導研究の成果は地域における子育て・子ども支援やネットワーク作りをめざす「なが

のこども城づくりを進める会」の活動に生かされた。臨床心理学研究の成果は講習会や後援会

で紹介された。情報教育研究の成果と提案したメディアコーディネータという新しい位置付け
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の職種が長野県内の市町村で採用された。

（３）教科教育学Ⅰ

外国人児童生徒に対する日本語指導に関する研究成果は地域の教育課題に応えるものであ

る。民俗学に関わる国語教育の研究成果は講演・公開講座等を通じて地域に貢献している。日

本中世史研究の成果は長野県を始めとして他県からも講演依頼や博物館の展示依頼があり，地

域学習等に優れた貢献をしている。しかし，全体としては，地域の特性に応じた研究活動は少

ないので，改善を要する。

（４）教科教育学Ⅱ

美術・音楽とも多くの教員が長野県内で展覧会や演奏会を行っており，県民の芸術的感性の

向上に寄与し，地域の芸術教育の水準を高めていると評価できる。特に作曲研究担当者による

｢信濃の国｣に関する研究は地域の要請に応えたものといえる。長野県の環境条件を生かした研

究成果がある。また，絵画担当者はその研究成果に基づき，地域における各種コンクール等の

審査員としての活動を通じて，地域の文化・教育の発展に貢献している。スピードスケートの

スキル指導におけるバイオメカニクス研究は地域の子どもたちへの指導を通じて，地域の教育

課題に応えるものである。また，環境教育研究の成果は長野県全体の自然環境の理解・評価方

法の試行を行ったものであり，地域に根差した環境教育の方法論を構築する上でも注目すべき

ものである。また，家族関係学の研究成果は長野県の が購読している雑誌へ寄稿依頼がPTA
あり，地域の教育課題に寄与している。

観点Ｃ：政策形成への寄与

（１）組織全体

政策形成への寄与に関しては，全体として低調である。本学部の性格上，やむをえない面も

あるが，観点Ｃに関する研究活動は全体として問題がある。

（２）教育学

教育史担当者は教育職員養成審議会の臨時委員として，あるいは文部省による「大学におけ

る教員養成の改善に関する調査研究会｣の協力者として作成した報告書を通じて政策形成に寄

与している。

（３）教科教育学Ⅰ

文学・言語系は政策形成の寄与に関して，高く評価できる研究成果は存在しない。学問の性

格上やむをえない面もあるが，可能な限り改善していくべきである。地理教育担当者は新学習

指導要領の改訂に関与する際に自らの研究成果を生かし，地理的な見方・考え方や地理技能の

育成に配慮した学習指導を位置付け，日本の諸地域学習の項目を見直して再構成した。同研究

の政策形成への寄与は大きいと評価できる。気象の教材開発に関する理科教育の研究成果は新

しい学習指導要領の方向を示す文部科学省「個に応じた指導資料」のなかで紹介された。

（４）教科教育学Ⅱ

芸術系は研究の性格上，研究成果自体が政策形成に寄与することは困難である。野外教育研
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究担当者は，文部省 文科省 の委嘱を受けて子どもの体験活動に関する実態調査や国際比較調( )
査を行う一方，野外教育指導者養成プログラムの現状と先進事例の調査に基づいて提言等を行

っており，日本の野外教育に関する政策に対して優れた寄与をしている。また，オリンピック

施設等を利用して行われた研究 体力科学研究のリュージュやバイオメカニクス研究のスピー(
ドスケート も政策形成に寄与するものである。)

観点Ｄ：生活基盤の強化

（１）組織全体

以下の領域ごとの記述にあるように個別的には生活基盤の強化に寄与する研究活動も行われ

， 。てはいるが 全体としては各自の専門研究の成果が十分に社会に還元されているとはいえない

本学部の性格上やむをえない面もあるが，観点Ｄに関する研究活動は全体として問題がある。

（２）教育学

教育心理学の専門的な研究成果を社会一般に還元するために，一般読者・学生を想定してそ

の内容を分かりやすく解説する書籍が刊行され，広く読まれている。また，医師卒後教育プロ

グラムの開発に関する教育哲学の研究はインフォームド・コンセントのあり方等について具体

的提言を行っている。

（３）教科教育学Ⅰ

文学・言語系において専門的研究を一般市民に還元する活動が十分に行われておらず，全体

としてこの面での寄与は足りない。しかし，異文化間コミュニケーション研究の成果は多数の

読者を獲得することを通じて，異文化と交流のある人々の生活基盤の強化に寄与している。災

害対策や廃棄物処理問題に関して実証的研究に基づいた提言等を行う環境社会学の研究成果は

高く評価できる。実際，豊野町の委託による防災調査報告書を作成している。また，地質学研

究は地域の災害防止の基礎資料として評価され，その成果は市民向けのシンポジウムや現地見

学会で紹介されている。

（４）教科教育学Ⅱ

芸術活動は人間生活を豊かにするものであり，各教員の研究成果はそれぞれ国民の生活基盤

を強化するものといえる。音楽・美術とも，多くの教員が各自の専門領域で旺盛な創作活動や

実演を行っており，高く評価できる。スピードスケート競技に対するバイオメカニクス研究の

成果は競技者の成績を含めて国民のスポーツ熱を高めるものとなっており，高く評価できる。

なお，その研究成果は国内トップスポーツ選手への指導成果によって高く評価されている 文(
， 。 ，部科学大臣スポーツ科学顕彰３年連続受賞 第２回秩父宮スポーツ医科学奨励賞受賞 また)

地域スポーツにおける住民参加の問題を検討するスポーツ社会学研究は指導・講演等を通じて

長野県内の関連機関で生かされている。家族関係学における研究成果により，長野県から推薦

され，男女共同参画に関わる国のデータベースに登録されている。家族関係学における「家族

ストレス」に関する研究は長野市民新聞に 回にわたり連載された。保育学研究の成果は日12
本家政学会のフォーラム日本学術会議におけるシンポジウムにて話題提供者に選ばれ複数回紹

介された。被服学研究の成果は日本家政学会の公開講座で紹介された。
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観点Ｅ：地域性や地理的条件からみた特色

（１）組織全体

教科教育担当者は 「教育県」と呼ばれる長野県内の教育機関と連携できる有利な条件を利，

用しながら，先進的な教材開発や教育方法の研究を行っており，全体として評価できる。オリ

ンピック施設を利用した研究，長野県の環境条件を利用した環境教育・環境社会学の研究，あ

るいは外国人児童生徒に対する日本語指導に関する日本語学の研究など，地域性や地理的条件

を利用した研究活動が行われている点は評価できる。 しかし，教科専門担当者の多くは地域

性等を十分に反映した研究活動をしておらず，この点は改善すべきである。よって，今後改善

すべき点があるが，観点Ｅに関する研究活動は全体として妥当である。

（２）教育学：県内全中学校を対象としたアンケート調査による｢心の教室相談員｣に関する研

究 学校社会学・教育哲学 はこの観点から評価できる。( )

（３）教科教育学Ⅰ

外国人児童生徒に対する日本語指導に関する日本語学の研究成果は，外国人児童生徒の多い

長野県の地域性を反映したものである。また，県内の寺社に関する研究を地域学習に生かす日

本中世史や，廃棄物問題を中心にして地域の環境問題に関する実証的研究を行い，その研究成

果を講演や提言等を通じて社会に還元する環境社会学の研究成果は高く評価できる。盆地の都

市気候学，鳥類生態学，昆虫生態学，森林生態学，及び第４紀地質学は地域の環境条件を利用

した研究を行い，その成果を講演や提言等を通して社会に還元している。

（４）教科教育学Ⅱ

県内の民族芸能等に関する作曲研究や地域の寺院を利用した作品制作を行う金属工芸研究な

どは高く評価できる。保健・体育系は全体として長野県の環境条件等を利用した研究活動が行

われていると評価できる。特にオリンピック施設を利用した研究は貴重である 体力科学研究(
のリュージュやバイオメカニクス研究のスピードスケート 。また，環境教育研究の成果もこ)
の観点からみて評価できる。

○特に優れた点及び改善点等

＜特に優れた点＞

（１）観点Ａに関して，教育学と教科教育を中心とした教科教育学領域の両方において，地域

の教育機関等を利用しながら，全国的な課題に対応する研究活動が活発に行われていること。

よって，研究目標 と は十分に達成されている。(d) (f)
２ 観点Ｅに関して 教科教育学Ⅰ 長野県の環境条件の利用 や教科教育学Ⅱの保健体育系 オ（ ） ， ( ) (
リンピック施設の利用 において優れた研究活動が行われていること。よって，研究目標 は) (h)
十分に達成されている。

（３）観点Ｂに関して，教科教育学Ⅱの芸術系・保健体育系を中心にして，地域の文化・教育

の発展に貢献していること。よって，研究目標の ｈ は十分に達成されている。( )
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＜改善点＞

（ ） ， ， ，１ 観点Ａや観点Ｅに関して 個々には優れた研究活動があるが 全体としては低調であり

特にこの観点から評価できる教科専門担当者の研究活動が質・量ともに乏しいこと。附属学校

園との共同研究等の機会を利用して，各自の専門研究の成果を積極的に教育実践等の分野で生

かしていくことが望まれる。

（２）観点Ｃに関して，本学部の性格上やむをえない面もあるが，全体としてかなり低調であ

る。地域の教育課題への寄与を生かしながら，この状況を改善していくべきである。

（３）観点Ｄに関して，本学部の多彩な専門研究を十分に活用すれば，優れた貢献をできるは

ずである。地域を中心に社会の要請に応じながら，各自の研究活動の成果を積極的に社会に還

元していく必要がある。
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（１）要素ごとの評価

（要素１）諸施策に対する取組の達成状況

○観点ごとの評価結果

観点 ：プロジェクト研究の振興方策の実施状況及び研究資金の配分・運用状況A
平成13年度，学部長裁量経費のうち，研究推進のため配分されたのは８件で，計 千円であっ2,900

た。配分対象になった研究内容は 「新免許法に対応した授業内容の構築 「国際理解教育カリキュラ， 」，

ムの開発 「芸術教育専攻と附属学校との共同研究演奏会」など多岐にわたり，学部内での教官相互」，

の連携のみならず，学内教員と学外研究者や教育実践者との連携を強化し，より実践的で地域貢献的

な研究プロジェクトを生み出すことに貢献している 。具体的な成果として既＜資料１＞，＜資料２＞

に「実践的指導力の育成を目指す教員養成カリキュラムのあり方 「教職科目『総合演習』における」，

教育内容・方法に関する開発研究」などのプロジェクト研究成果の報告書が出ている。

：研究目標（１ （４ （ｆ）等を達成するため妥当な取組であり，運用状況も妥当である。◆評価 ）， ），

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

：学部長裁量経費予算配分結果（教授会資料第 号 平成 年１月９日より抜粋）資料１ 9-2 14

：学部長裁量経費予算追加配分結果（教授会資料第 号 平成 年２月６日より抜粋）資料２ 16 14

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

信州大学教育学部，信州大学大学院教育学研究科



- 48 -

信州大学教育学部，信州大学大学院教育学研究科

観点Ｂ：外部資金の獲得方策の実施状況

諸施策に対する取組状況（要素３）観点 で既述のように，本学部・研究科では，科学研究費補助B

金申請の啓蒙活動と獲得率向上のための申請書作成講習会等を継続的に進めてきた。その結果過去５

年間に科学研究費補助金の獲得率，獲得金額ともに倍増する好結果を実現した 。この結果＜資料１＞

は施策に対する取組とその達成状況が顕著に整合した結果として高く評価できる。さらに， 年か1999

37,996 1997ら３年間米日財団からの委託を受けて 委任経理金： 千円 実施した 現代アメリカ研究（ ） 「 」，

年から５年間日本学術振興会からの受託により（産学連携等研究費： 千円）実施した「未来開100,078

拓学術研究 ， 年の日本学術振興会からの受託研究（産学連携等研究費： 千円 「ベンチャ」 ）2001 30,100

」 。－・中小企業支援型共同研究 なども大型外部資金獲得の観点から特筆される事項である＜資料２＞

， ， ， （ ）また 県内・外の各種団体 企業等から支援を受けた研究補助金 奨学寄付金 その他の委任経理金

の総額も年々増加の傾向を示している事実は ，本学部・研究科教員の研究成果の社会への＜資料２＞

貢献が認められた結果として注目に値する。

：研究目標（３ （ｇ）等を達成するため優れた実施状況である。◆評価 ），

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

科学研究費補助金の獲得状況資料１：

（信州大学教育学部庶務係資料より）
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信州大学教育学部，信州大学大学院教育学研究科

科学研究費補助金の獲得状況資料２：

（信州大学教育学部経理係資料より）

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

観点Ｃ：研究遂行に必要な環境整備状況

諸施策に関する取組状況（要素３）観点 で述べてきたように，研究推進のための環境整備に努めC

てきたが，附属学校園における情報ネットワークシステムの活用については各附属学校園から出され

た利用計画をもとに具体化しつつある段階であり，今年度からの本格的な活用を期しているところで

ある。また，附属図書館教育学部分館における文献検索・入手システムについては， ＜OPAC

＜資料１http://www-lib.shinshu-u.ac.jp/opac/＞と はすでにシステムとして定着し活用もされているILL

。一方，継続的運営に関わる経費の裏付けやシステムの一層の充実や，今後の主流となる電子ジャ＞

ーナル化の推進等を図ることが必要である。

：研究目標（２ （３ （ｇ）等を達成するための環境整備状況は妥当である。◆評価 ）， ），

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

： を利用した文献複写，相互貸借実績資料１ OPAC

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
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信州大学教育学部，信州大学大学院教育学研究科

観点Ｄ：国際交流，国際理解に関する研究協力の推進状況

本学部は，ユタ大学との学術交流協定に基づいて， 年度より学生の英語研修，日本語研修を双1998
方の大学で行っており ，その担当教官が共同で教授法の研究を行い「インターアクション＜資料 ＞1
を重視した課題達成型学習」をまとめている 。また，開発途上国への教育協力事業におい＜資料 ＞2
ては，平成 年度よりガーナの教員養成校の教官と交流し，開発教育の視点から研究成果を挙げて12
いる 。さらに，本学部教官が中心になって平成 年度から 年間にわたって取り組んだ＜資料 ＞3 11 3
「現代アメリカ研究プロジェクト」では，延べ 名の県内の小・中・高・大学の教官が現地調査に77
参加し，アメリカ文化の理解に関する15件の報告，アメリカ社会の理解に関する23件の報告，アメリ

カの学校教育に関する24件の報告をまとめている 。＜資料 ＞4

：研究目標（２ （３ （ｇ （ｈ）等を達成するための研究協力として妥当である。◆評価 ）， ）， ），

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

：ユタ大学との学術交流による学生の日本語研修，英語研修参加実績資料１

ユタ大学日本語研修参加者生名簿 信州大学英語研修参加者名簿

年度 年度 年度 年度2001 2002 2000 2001

（本学部国際交流委員会資料より）
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信州大学教育学部，信州大学大学院教育学研究科

（信州大学教育学部附属資料２：ユタ大学との研究協力よる研究論文実績

教育実践総合センタ－紀要「教育実践研究」No.3 2002年より抜粋）

：ガーナの教員養成校教官との交流による研究成果の発表資料３
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信州大学教育学部，信州大学大学院教育学研究科

（ 現代アメリカ研究第３集」信州大学資料４： 現代アメリカ研究」研究成果の報告「 「

教育学部現代アメリカ研究プロジェクト発行 2002年3月より抜粋）

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

観点Ｅ：地域的な課題に取り組むための研究支援の実施状況

本研究科は，リーダー教員の養成や教員の教育力の向上などをめざして，長野県教育委員会との申

し合わせに基づいて毎年 名の現職教員を大学院生として受け入れ，学部の教官とともに教育現場17
の今日的教育課題を考慮した研究推進に努めている 。また，志賀自然教育研究施設は高原＜資料 ＞1
の開発保全に関する研究を累積してきており，学術研究の成果を公開し，自然に関する対策や実習，

研修会，観察会などの教育活動に参加協力している 。さらに，県内の学校不適応の児童生＜資料 ＞2
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信州大学教育学部，信州大学大学院教育学研究科

徒及び保護者への支援活動については，教育相談室を開設して平成 年度においては 名の教官が13 12
延べ 件の相談に応じており ，また 「子どもの心を育てる教師の会 （平成 年 月820 14 6＜資料 ＞3 ， 」

現在の会員 名，現在までの総参加者数 名）では月例会を開催し，教員の研修や研究活動に172 1292
努めている 。さらに，国内および長野県内に設置された諸々の審議会や委員会，協議会，＜資料４＞

協力者会議などに延べ 名が参加し ，また，公開講座 件，出前講座 件を実施し，地64 7 27＜資料 ＞5
域に関わる研究課題の把握に努めている 。＜資料６＞

：研究目標（２ （ｃ （ｈ）等を達成するため，多面的に課題発見に努めている点は優れて◆評価 ）， ），

いる。

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

：平成 年度本研究科における現職教員派遣大学院生の修士論文題目一覧資料１ 13

（信州大学大学院教育学研究科修士論文要録 平成 年度より抜粋・整理）13
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信州大学教育学部，信州大学大学院教育学研究科

：志賀自然教育研究施設の研究及び研究支援活動状況資料２
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信州大学教育学部，信州大学大学院教育学研究科

：平成 年度教育相談室の相談件数資料３ 13

： 子どもの心を育てる教師の会」月例会を開催状況資料４ 「
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信州大学教育学部，信州大学大学院教育学研究科

：審議会，協議会等への参加状況資料５

：公開講座，出前講座等の実施状況資料６

http://eduinfo.shinshu-u.ac.jp/gakumu/information/theme-table14.html出前講座一覧ホ－ムペ－ジ：
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信州大学教育学部，信州大学大学院教育学研究科

＜資料６の別紙＞

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

観点Ｆ：地域的な課題に関する研究集会等の開催状況

諸施策に関する取組状況（要素３）観点Ｅで既述のように，信州大学地域共同研究センタ－主催当
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信州大学教育学部，信州大学大学院教育学研究科

学部が主幹で開催した「地域連携フォ－ラム ，教育実践総合センタ－主催の各種研究集会＜資料１＞」

，地域の教育機関と連携の「青少年のための科学の祭典 」などを＜資料２，３＞ ＜資料４，５，６＞

開催し，研究成果の地域への発信と地域的な研究課題に関する情報収集に努めている。

：研究目標（２ （ｂ （ｄ （ｇ （ｈ）等を達成するための研究集会等の開催状況は妥当◆評価 ）， ）， ）， ），

である。

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

：地域連携フォ－ラム開催報告書資料１

（信州大学教育学部地域連携フォ－ラム実行委員会）

：教育実践総合センタ－主催・共催の各種研究会開催状況資料２

（信州大学教育学部附属教育実践総合センター資料）
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信州大学教育学部，信州大学大学院教育学研究科

：教育実践総合センタ－主催・共催の研究会開催報告例資料３

（信州大学教育学部教育実践総合センターニュ－ス 年３月 日より抜粋）No5 2002 22



- 60 -

信州大学教育学部，信州大学大学院教育学研究科

：’９８「青少年のための科学の祭典」開催状況資料４

（実施報告書 長野大会実行委員会 から抜粋）

：’９８「青少年のための科学の祭典」開催の新聞記事資料５
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信州大学教育学部，信州大学大学院教育学研究科

：’９９「青少年のための科学の祭典」開催記録資料６

（実施報告書 長野大会実行委員会 から抜粋）

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

○要素１の貢献の程度

諸施策の達成状況から判断して，研究目的及び目標は，おおむね達成されている。

（要素２）諸機能に関する取組の達成状況

○観点ごとの評価結果

観点Ａ：共同研究に対するサ－ビス機能

諸機能に関する取組状況（要素４）の観点Ａで既述の通り，教育実践総合センタ－における「研究

員及び研究協力員制度」によるプロジェクト研究は特筆される成果を挙げている 。こ＜資料１，２＞

れらの研究成果は，教育実践総合センタ－主催の研究発表大会で発表し，また教育実践総合センタ－

（ ），で発行する紀要にも報告し ホ－ムペ－ジにも掲載：http://cert.shinshu-u.ac.jp/news/1999/19991030.html

研究成果の周知を図っている 。一方，学部・附属共同研究では，学部及び附属学校園の全＜資料３＞

教員が の部門に分かれて参加し ，研究を進めているが，例えば部門会の開催及び記録の15 ＜資料４＞

蓄積等に関する場所の確保や組織の確立，研究成果の集約・公刊等に関する支援システム等の構築は

十分とは言えない。

：研究目標 ２ ５ ｂ ｄ ｆ 等を達成するために 教育実践総合センターの 研◆評価 （ ），（ ），（ ），（ ），（ ） ， 「

究員・研究協力員制度」による共同研究に対するサ－ビス機能は優れているが 「学部・附属，

共同研究」の支援システムに関しては今後改善の余地がある。
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信州大学教育学部，信州大学大学院教育学研究科

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

：研究員，研究協力員によるプロジェクト研究実施状況資料１

（教育実践総合センタ－運営委員会資料より抜粋）

（信州大学教育学部教育実践資料２：プロジェクト研究実施状況報告

総合センタ－ニュ－ス 年３月 日より抜粋）2000 31
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信州大学教育学部，信州大学大学院教育学研究科

：研究員，研究協力員による研究成果の発表・論文報告例資料３

）（http://cert.shinshu-u.ac.jp/news/1999/19991030.html

：学部・附属共同研究部門別教官一覧表資料４

（信州大学教育学部・附属共同研究報告書 より抜粋）2001.3

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
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信州大学教育学部，信州大学大学院教育学研究科

観点Ｂ：施設・設備の共同利用の実施状況

研究支援体制に関する取組状況（要素２）観点Ｂで既述したように，共同利用体制が充実している

。附属教育実践総合センタ－の情報機器利用状況は質・量ともに満足できる状況である＜資料１ ２＞，

， 「 」，「 」また 信州大学機器分析センタ－の共同利用設備である Ｘ線構造解析装置 複合型表面分析装置

も他学部研究者，地域の企業研究者等による効果的な利用がされ，成果の発表，論文投稿等を多数行

っている 「人工気象室」に関しては一層の有効利用とその成果創出のための施策が望＜資料３，４＞。

まれる。

：研究目標（２ （３ （ｅ （ｇ）等を達成するため妥当な実施状況である。◆評価 ）， ）， ），

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

：情報機器の利用促進施策の実施状況資料１

（信州大学教育学部教育実践総合センターニュ－ス 年５月 日より抜粋）No.32001 31
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信州大学教育学部，信州大学大学院教育学研究科

：情報機器の利用状況の報告資料２

（信州大学教育学部教育実践総合センタ－ニュ－ス 年３月 より抜粋）No.1 2000 31
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信州大学教育学部，信州大学大学院教育学研究科

： Ｘ線構造解析装置 「複合型表面分析装置」利用による研究成果の発表状況資料３ 「 」，

（信州大学機器分析センタ－資料より）

： 複合型表面分析装置」利用による発表論文リスト例資料４ 「

（信州大学機器分析センタ－資料より）

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
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信州大学教育学部，信州大学大学院教育学研究科

○要素２の貢献の程度

諸機能に関する達成状況から判断して，研究目的及び目標が，かなり達成されている。

（２）評価項目の水準

諸施策及び諸機能の達成状況から判断して，研究目的及び目標がかなり達成されているが，改善

の必要がある。

（３）特に優れた点及び改善点等

＜特に優れた点＞

（１）教育相談室の開設と地域の研究課題把握の取組

諸施策に対する取組の達成状況として特に優れた点は，要素１観点Ｅの「地域的な課題に取り組む

ための研究支援の実施状況」が挙げられる。特に県内の学校不適応の児童生徒及び保護者への支援活

動のため「教育相談室」を開設して平成 年度においては 名の教官が延べ 件の相談に応じて13 12 820
おり，また 「子どもの心を育てる教師の会 （現在の会員 名，現在までの総参加者数 名）， 」 172 1292
は月例会を開催し，教員の研修や研究活動に努め，地域に関わる研究課題の把握に努めている。

＜改善点等＞

（１）国際交流を通じた共同研究の活発化

要素１観点Ｄの「国際交流，国際理解に関する研究協力の推進状況」で述べたように，ユタ大学等

との国際交流が進み，今後の研究協力体制が整ってきたことは十分評価に値することである。今後共

同研究の実質化に向けての取組が要求される。一方，これまでの経験・実績を基盤に，国際協力の視

野と活動範囲の拡大に向けて，新規のパ－トナ－の開発も必要である。また，本学部・研究科教員の

参加に加え，地域の教育研究諸機関からも多くの参加者・協力者を求める展開が望まれる。

（２）共同研究実施のためのサ－ビス機能の充実

要素２観点Ａの「共同研究に対するサ－ビス機能」で述べたように，学部・附属共同研究は，全教

員が参加して進める画期的な研究支援体制であるにも拘わらず，これらの研究実施を支えるための研

究環境の確保や，組織の構築，研究成果の集約・公刊等に関する支援システム，さらに研究の内容・

質を高めるための施策等は不十分であり，今後の改善が必要である。
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５ 研究の質の向上及び改善のためのシステム

（１）要素ごとの評価

（要素１）組織としての研究活動及び個々の教員の研究活動等の評価体制

○観点ごとの評価結果

観点Ａ：組織としての研究活動等を評価する体制

本学部では平成３年より「自己点検及び評価に関する内規 」を制定し 「教育学部自己点＜資料１＞ ，

検・評価委員会」を設置し，教育，研究，社会貢献などについて自己点検・評価を行っている。委員

会は教授会において選挙により選出された４名によって構成され，委員の任期は 年である。現状で4
は，多岐にわたる教育や地域貢献などに関する自己点検・評価業務を進めているが，学部及び個人の

研究に関する自己点検・評価に関しては十分でない。その理由として，学部教員の専門領域の多様性

や評価結果の反映・活用に関する明確な制度・システムの欠如が挙げられる。その結果，学部及び教

員個々人の研究に対する組織的な点検・評価は進展していないのが実情である。

：研究目標（１ （２ （３ （４ （ｇ）等の目的を達成するためには十分な体制とは言え◆評価 ）， ）， ）， ），

ない。

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

：自己点検・評価委員会による研究活動等の評価体制資料１

（信州大学教育学部自己点検及び評価に関する内規より抜粋）

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
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観点 ：個々の教員の研究活動業績の公表B
本学部教員の研究活動は広い範囲にわたっている。こうした多様な研究活動業績を広く公表するこ

とによって客観的な評価を得ることを目的に，著書，研究論文，学会等だけでなく，作品やコンクー

ル，競技会活動などに関する活動業績 （ ）＜資料１＞ http://eduinfo.shinshu-u.ac.jp/gyouseki/bunrui.html

を自己申告し，これを学部紀要に掲載することを広報・情報委員会が主体になって実施している。当

初は各教員は自らの研究活動業績の公表は各教員の自由意志によっていたが，平成８年度より全教員

の公表を義務化した。また公表方法に関しては，平成10までは，本学部紀要の次年度最初の巻に「専

任教官の研究・教育目録」として掲載していた 。平成11年度より，こうした情報を広く一＜資料２＞

般に公開する手段として本学部のホームページ（ ）を活用する体http://eduinfo.shinshu-u.ac.jp/index.html

制も整え，実行している。

：研究目標（５ （ｂ （ｇ （ｈ）等を達成するために妥当である。◆評価 ）， ）， ），

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

：公表の対象としている多様な研究活動業績の例資料１

（信州大学教育学部紀要第91号1997年8月 綴じ込み）
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： 専任教官の研究・教育目録」公表例資料２ 「

（信州大学教育学部紀要第91号1997年8月 附１頁より抜粋）

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

観点Ｃ：外部評価者による研究活動評価の実施

本学部では平成11年度，学部自己点検・評価委員会が主体となって外部評価を実施した。この外部

評価は研究活動等を主たる目的とする評価ではなかったが，研究面での評価・制度改革に大いに資す

るものであった。たとえば，本学部が平成12年度より「学部・附属共同研究」体制を構築し，その実

施に踏み切ったことは，平成11年度行った外部評価における１委員からの指摘 が強い背景＜資料１＞

になっている。今後研究活動を対象にした外部評価のを実施体制の構築が必要である。

：研究目標（１ （２ （３ （４ （ｇ）等を達成するためには問題がある。◆評価 ）， ）， ）， ），

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
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（ 信州大学教育学部外部評価報資料１：外部評価における外部評価委員のコメント 「

告書」信州大学教育学部自己点検評価委員会 年３月から抜粋）2000

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

○要素１の機能の程度

以上の観点ごとの自己評価から，組織としての研究活動及び個々の教員の研究活動等の評価体制

としてある程度機能している。

（要素２）研究活動等の質の向上及び改善の取組に結び付けるシステムの整備及び機能状況

○観点ごとの評価結果

観点Ａ：評価結果を研究の目的・目標の見直し，研究活動の質の向上及び改善の取組に結び付けるた

めの方策及びシステム

研究活動の質の向上及び改善の取組を担うべき組織・体制として，当学部では自己点検・評価委員

。 ， （ ）会が設置されている しかし 組織としての研究活動及び個々の教員の研究活動の評価体制 要素１

観点Ａで述べたように，学部及び教員個人の研究面に関する自己点検・評価の具体的な施策・実績は

http://eduinfo.shinshu-u.ac.jp/index.htmlない 広報情報委員会により 個人の研究業績の提出を求め 公表。 ， ， （

）は毎年行っているが，研究の目的・目標の見直し，研究の質の向上及び改善の取組に結びつけるか

否かは教員個人の自主性に任せられている。

：研究目標（１ （２ （３ （４ （ｇ）等を達成するためには問題がある。◆評価 ）， ）， ）， ），

観点Ｂ：研究科担当教員の研究業績の審査体制

本研究科では，研究科の教育研究の適正な実施のために，研究科担当教員の審査基準を明確に設定

している 。例えば，修士論文研究指導の担当資格は（○合教員 ，審査時点で，最低基準と＜資料１＞ ）

して論文20本以上，審査付き論文が２本以上（そのうち１本は過去５年間に全国レベルの学会等で公

表した審査付き論文であること）の業績を有することが明記されている。また，より公平かつ厳格な

業績審査体制を実現するため，研究科担当教員の選考手続きは，研究科担当教員審査委員会，人事委
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員会の議を経て，最終決定機関として 「一元化した（全教官参加）教授会」の場で資格審査が行われ，

ている（項目１の要素２観点Ｂで既述 。また，専門分野の多様性に起因する業績評価の困難性を克服）

するため，必要に応じて学外専門研究者の意見を聴取できる制度も取り入れている 。＜資料２＞

このような研究科担当教員の資格審査体制は，間接的にはこれから研究科担当教員になることを目指

す若い教員には相応のプレッシャ－となり，研究活動の質の向上及び改善の取組に結び付けるための

方策及びシステムとなり得る。

：研究目標（１ （３ （４ （ｇ）等を達成するために学外専門研究者の意見を聴取ができ◆評価 ）， ）， ），

る審査体制はある程度機能しているが，この審査体制だけでは十分とは言えない。

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

：研究科担当教員の審査基準資料１

（信州大学大学院研究科担当教官等の選考に関する内規より抜粋）
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：学部以外の研究者による意見聴取制度の導入資料２

（信州大学教育学部教官等の人事に関する内規から抜粋）

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

○要素２の機能の程度

以上の観点ごとの自己評価から，研究の質の向上及び改善の取組のためのシステムがかなり機能

している。

（２）評価項目の水準

以上の自己評価結果を総合的に判断して，研究の質の向上及び改善のためのシステムがかなり

機能しているが，改善の必要もある。

（３）特に優れた点及び改善点等

＜改善点等＞

自己点検・評価の結果を次の研究活動の質の向上及び改善の取組に結び付けるための方策

（１）要素２観点Ａ「評価結果を研究の目的・目標の見直し，研究活動の質の向上及び改善の取組に
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結び付けるための方策及びシステム」で既述のように，本学部では，個人の研究活動業績を公表はす

ることは毎年行っておりこの点は評価できる。しかし，それらを研究の目的・目標の見直し，研究の

質の向上及び改善の取組に結びつけるか否かは教員個人の自主性に任せられているのが現状である。

自己点検・評価の本来の目的が 「研究の改善点を見出し次の研究施策に役立てる」ことであることを，

考えると，今後何らかの改善を図る必要がある。例えば，自己点検・評価委員会で行った研究の評価

結果を学長・学部長裁量経費等の予算配分に反映するような制度や，将来計画委員会における研究プ

ロジェクトの提案に反映させる制度の実現等が考えられる。

（２）本学部では，平成 年に外部評価を実施したが，学部及び教員個人の研究評価は行われていな11

かった。今後，研究評価も含めた外部評価を継続的に行うた制度の方策が望まれる。この場合，本学

部の特徴の項でも述べたように，本学部・研究科は多彩な学問・研究領域の教員で構成されており，

教員個々人の研究評価を公正・公平・効果的に実施することは至難であり，現在の自己点検・評価委

員会組織では対応できない。今後，本格的に研究活動及び研究内容の質の向上を目指すためには，研

究評価に関する「点検・評価・改善」の機能を有する専門組織の構築方策が必要である。
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特記事項

「臨床の知」を基本理念として本学部は次のような改

革と施策を行ってきた。平成 年度には教育組織・教11
員組織・カリキュラム・学部運営に関する大きな学部改

組を行い，教員組織の再編による研究体制の活性化を図

った。平成 年度には全国に先駆けて学部全教員参加12
の「教育学部・附属学校園共同研究」体制をスタートさ

せた。そして，平成 年度から教育研究重点経費（学13
部長裁量経費）の制度的運用が始まった。これらの改革

， ，・施策は 今後豊かな成果を挙げることが期待されるが

これらの改革・施策を実施することによって，新たな改

善すべき点も見えてきたのが現状である。

（１）戦略的研究プロジェクトの構築

， ，研究プロジェクトの提案段階で 各教員の申請を待ち

そのアイデアを募る方式だけでは，学部全体として学部

の研究目的・目標に応じた研究活動をプロジェクト・組

14織化する施策は必ずしも十分でない。そこで，平成

年度から学部の研究目的・目標に応じたプロジェクト研

究をより効果的に構築・推進するために，教育学，教科

教育及び教科専門の枠を超えて，全国的あるいは地域的

な教育課題に対応する共同研究プロジェクトに対して，

戦略的かつ重点的に予算を配分していく施策を開始して

いる。学部長及び将来計画委員会が中心となって，学部

， ，全体としての研究課題を複数設定し 教員の参加を募り

新規研究プロジェクトを組織し，実施している。この施

策は始まったばかりであるが，今後の本学部・研究科の

意図する多くの成果の創出が期待される。

（２ 「学部・附属共同研究」体制）

平成 年度から実施した全教員参加による｢教育学12
部・附属学校園共同研究プロジェクト｣は全国でも例を

見ない研究支援体制と認識している。２年間の研究実践

を通じて 「総合的な学習」に関わる教育実践研究，教，

材開発などの面で研究成果が挙がっている。それは２冊

の研究報告書が全教員参加の共同作業によって刊行され

ていることからも理解される。一方，研究の目標として

掲げている全国的な教育課題や地域の教育問題に応え得

る独創性・発展性の高い研究成果は未だ論文等の形にま

とまっていない。この点は，学部改組や共同研究プロジ

ェクトがスタートしてまだ２年余りであることを考慮す

ると現在は試行錯誤の時期でもあり，今後徐々に成果が

纏まるものと期待される。


